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オリジネーター・プロファイルを学ぶ自治体オンラインセミナー

局長 下田耕作

注）本資料の内容には、小職の個人的見解が含まれています。(無断転載、無断転用禁止)

鳥取県 デジタル局



■ デジタル社会を支えるデータ利活用基盤の構築
データ連携基盤、キャッシュレス基盤、オープンデータ基盤、地理空間（ＧＩＳ）

EBPM推進のための研究者バンク、デジタルイノベーションセンター構想 等

■ 情報システム・情報インフラ環境の整備・運用管理
鳥取情報ハイウェイ、行政専用LGWANネットワーク、県営公衆WiFi

     県庁ネットワーク、県基幹系各種システム、各種業務システム 等

■ 情報セキュリティ対策
県セキュリティ対策、県CSIRT、自治体情報セキュリティクラウド 等

■ 情報システム共同化
他団体とのシステム共同化（他県及び県内市町村との共同調達・共同運用）

■ マイナンバー制度
統合宛名番号システム、マイナンバーカード普及促進 等

■ デジタルデバイド対策
４Ｇ不感地域解消、５Ｇエリア拡大 等

■ 地域のＤＸ

⚫ AI・IoT技術等を活用した地域課題の解決

（地域活性化、地域経済活性化）農業水産、産業

振興、福祉・医療、暮らし、防災、教育・・・・

⚫ 市町村支援

情報共有、相談支援、デジタル専門人材派遣 等

■ 行政のＤＸ・ＡＸ

デジタル技術を活用した業務の効率化

                   に向けた県庁業務改革の推進

⇒生成ＡＩやＲＰＡによる定型業務自動化・効率化

オンライン行政手続き、ＢＰＲ、デジタル人材育成、

鳥取県デジタル局の所掌業務

デジタル基盤の推進 DX・Society5.0推進
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鳥取県 デジタル局自己紹介

自治体デジタル民主主義
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フェイク情報対策、偽サイト対策

県民の情報リテラシー向上対策 等



（リスク例）

・効率性の向上を目指し、生成AI等の

先端技術を活用する取組が拡大

・国や地方自治体でも、生成ＡＩの積極的活用に

向けた取組や検討が活発化

ＡＩ等の先端技術の浸透

重視すべき民意が抜け落ちかねないリスク

・インターネットや、SNS等を通じて

誰でもフェイク(偽・誤)情報の発信が容易に

・生成AIを用いた、誰でも容易に現実と見分け

困難なフェイク画像・映像を作成可能なアプリ

の普及、偽サイトも拡大

フェイク情報（偽・誤情報）の拡大

社会的混乱や民意が歪められかねないリスク

社会的影響力を持つようになったＳＮＳ、 生成AI（ChatGTP）の登場

利便性や効率性が高まる一方で、民主主義の根幹が揺らぎかねないリスクの高まり

➢ 社会の分断、地域経済への悪影響、人権侵害・差別等が拡大
➢ 見分け困難なディープフェイク拡散による社会混乱
➢ 現場主義やコミュニケーションの希薄化、住民参画の減少
➢ 誤ったデジタル依存による組織力や住民サービスが低下
➢ ビッグデータ解析によるEBPM推進の際に、データの偏り等により方向性や判断を誤る
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鳥取県 デジタル局鳥取県におけるOriginator Profileの取り組み

令和５年１月 ・・・ すべてはここから始まった
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犯罪勧誘

健康不安

特殊詐欺

選挙

風評被害

有事パニック

誹謗中傷

人権侵害

エコーチェンバー
フィルターバブル

アテンションエコノミー
偽・誤情報／真偽不明情報

偽サイト

大規模自然災害、大規模感染等

農作物、海産物、観光地、温泉等

偽・誤・真偽不明情報、誹謗中傷

各種感染、ウイルス、薬、食品地域、企業、組織団体、県民等を対象

いじめ（子ども、大人）、差別、性被害等

フィッシング詐欺・偽投資・偽募金

闇バイトなどの犯罪行為への勧誘 SNS
Web

世論操作
犯罪の巧妙化

鳥取県 デジタル局鳥取県におけるOriginator Profileの取り組み
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第１ はじめに

我が国は、地方を中心に人口減少、少子高齢化傾向にあり、働き世代の人口減少による労働力不足により
企業活動が停滞し、農林水産業を含めたあらゆる分野で後継者不足が深刻化している。地域経済を支える産
業の弱体化は地域経済の縮小を招き、魅力的な働き場所が少なくなった地方からは若者が次々と都市圏へと
流出し、地方の人口減少傾向はさらに拍車がかかり、出口の見えない負のスパイラルとなっている。
（略）

ＳＮＳの普及は、人々の便利さや豊かさに繋がる一方で、同時に社会的な歪みも生んでいる。顔の見えな
いデジタル空間の中で誹謗中傷が繰り返され、また、誰でも生成ＡＩで精巧なフェイク情報が作れるように
なった今、偽・誤情報の拡散も世界的問題となっている。例えば、大規模災害時の救急救命対応への支障や、
選挙時において公平な選挙の実施が妨げられ、真の民意の反映が阻害される可能性が指摘されることなど、
民主主義を脅かすものとして認識されている。

ＡＩをはじめとする先端技術は、これまでにない価値を創造する優れたツールであり、鳥取県は今後も積
極的に取り入れていくことに揺らぎはない。他の地方自治体も同様であろう。しかしながら、地域のことは
地域で決めることが民主主義や地方自治の原点であることを忘れてはならない。地域にはＡＩのアルゴリズ
ムでは決して見出すことのできない現実があり、そこに住む住民や関係者の思いがある。地域の自立性を担
保するためには、現場の真の声を幅広く聴いた上で施策に反映させていくことが基本である。

いかに技術が進化したとしても、地方自治体は、技術に過度に依存し、職員の心理面を含めＡＩに支配さ
れるような組織や社会を構築してはならず、地方自治体が信頼を失うような未来へ導いてはならない。
鳥取県では、「鳥取県民参画基本条例」を制定し、住民の声を施策に活かすパートナー県政を推進している
ところであるが、あらゆる分野でデジタル技術の活用が一層進もうとしている今こそ、あらためて地方自治
体としてデジタル技術を活用する上で踏み外してはならない根幹を再確認することとした。
（略）

先端技術と民主主義のあり方を考える研究会 報告書
－人間主導のデジタル社会へ－
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❸インクルーシブの原則

❷人権保障の原則

❹パートナーシップの原則

❾ ガバナンスの原則

❿ 機敏性の原則

地方自治体が行う意思決定を生成ＡＩをはじめとする技術が
出力した結果のみに依拠することは排し、出力結果を人間が
的確にチェックすることが担保されるよう人間が責任をもっ
て精査し、人間の判断で決定する仕組みとすること

地域のことは、住民の意思に基づいて検討や議論を重ね、決定
することが原則である。生成ＡＩをはじめとする先端技術の活
用にあたっては、このような民主主義や地方自治の要諦が揺ら
がぬよう、適正な活用に徹すること

生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用にあたっては、住民
を含めた多様なステークホルダーと緊密に協働・連携し、互
いに補完し合い高め合うことにより、地域社会の効用最大化
を図ること

❼ リテラシーの原則

・職員がデジタル技術の特性を理解し、適切に活用するための
リテラシーとスキルの向上を図ること。
・住民が偽・誤情報に惑わされないよう、住民のフィルターバ
ブル等への理解とネット情報についての批判的思考能力を育
成するとともに、住民や地域を守るための情報発信に努める
こと

生成ＡＩをはじめとする先端技術は、ジェンダーや性的マイ
ノリティに配慮するなど多様な人々が互いに尊重される社会
を実現するために活用されなければならず、偏見等を生まな
いよう運用するとともに、住民に寄り添い、誰一人取り残さ
れない行政サービスを提供するように配慮すること

❽ 透明性の原則

住民が生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用について適切
に評価できるよう、活用の状況を明らかにすること。特に、
住民等への回答内容にＡＩ等の出力結果が結びついている場
合は、その旨を明示するなど説明責任を果たすこと

生成ＡＩをはじめとする先端技術の適切な活用に向け、デジタ
ル施策の実施状況や結果・評価を把握して効果を検証するとと
もに、ＡＩのロジックや出力傾向等を把握した上で適正に管理
する仕組みを構築して、適切に運用し改善していくこと

生成ＡＩをはじめとする先端技術は急速に発展していくものと
想定される。こうした変化に伴いルール等を見直す機会を整え
るとともに、大胆かつ積極的に先端技術を取り入れていく視点
を持ち、「完全な成功」よりも「試行と改良・再挑戦」を重視
し、不断のフィードバックにより、アジャイルで機動的な先端
技術の活用推進を図ること

・生成ＡＩをはじめとする先端技術の活用にあたっては、利用
目的をできる限り特定し、その達成に必要な範囲において個
人情報を収集するとともに、当該利用目的に限定して利用す
るなど、個人情報保護を含め住民の人権を守り、人権保障を
具体化していく視点に立って厳正に行うこと
・ＳＮＳ等においても、同様に住民の人権を守り、人権保障を
具体化していく視点に立って、対策を講じること

❺課題解決志向の原則

デジタル技術の導入や活用を目的化せず、住民等の一連の行
動に着目して真の課題の把握やニーズの抽出を行うことによ
り、住民等が抱える課題を解決し、ウェルビーイングに繋が
る有効な方策を総合的にデザインすること

「自治体デジタル倫理原則 ～人間主導の原則～」

©kousaku shimoda - pref.tottori

民主主義や地方自治の本旨を踏まえ、
地方自治体がデジタル社会に対応する上で、行政運営に必要な視点を10の原則として整理

❻ 人間主導の原則❶ 住民自治の原則
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令和６年４月策定
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【本部長】 知事 【副本部長】 副知事、統轄監

【構成員】 部局長等 【事務局】デジタル局

令和６年5月7日

自治体デジタル倫理原則推進本部

知事をトップに全庁的な推進体制を組織

鳥取県 デジタル局鳥取県におけるOriginator Profileの取り組み
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県民をネット空間のリスクから守るための

３つのアプローチ
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前文
インターネットの普及は、情報空間を大きく変容させた。いまやマスメディア以外の個人、団体、企業も自由に情報発信を行い、公

共的事項に参与できるようになった。我々は、このことが、個人の自律性を高め、民主主義をより発展させるものと強く期待する。

しかし、我々がその方向性を見誤るならば、この期待は絶望へと転化する。我々がいま立っているのは、その分岐点である。イン
ターネットの普及によりその民主化が叫ばれた情報空間には、報道機関や官公庁等の組織になりすまし、人々を誤導すべく情報発信
する者、選挙や災害時に偽・誤情報を無責任に発信し、民主主義や我々の生命を危険にさらす者が多く出現し、その影響力を日増し
に強めている。また、人々の関心・注目を収入源とする「アテンション・エコノミー」と呼ばれる経済モデルのもと、閲覧数・表示数と
いった指標が過度に重視され、その内容の真実性に責任をもたずに作られた情報が多く流通・拡散し、報道機関等が伝える情報の
すぐ隣に何食わぬ顔で鎮座している。さらに近年では、生成AIの開発・普及が進み、真実との区別が困難な情報が容易に生成され、
大量に拡散される傾向もみられる。こうして我々は、情報の真正性や信頼性を合理的に認知、判断できないまま、他律的・受動的に
情報を摂取している状況に置かれているといえる。情報の真正性等に対するこのような認知の歪みは、我々の知る権利の主体的行
使を妨げるだけでなく、個人の生命、身体、財産、さらには民主主義を危険にさらすことにもなるだろう。

このような情報空間の曲がり角において、インターネットの可能性に対する期待をなお維持し、健全な情報空間を将来世代に引き
継ぐためには、具体的な行動が不可欠である。我々が自由と民主主義を希求する以上、絶望の靴音が聞こえる混沌たる情報空間を
前に、傍観者でいることは決して許されない。

無論、インターネットへの期待を維持するための行動にはさまざまなものがありうるが、少なくとも、供給される情報が、主張され
る発信主体から実際に発信されたもので、内容の改ざん等がされていないこと（真正性）を我々が認知でき、かつ、情報の信頼性を
合理的に判断しうる指標を普及させることが必要である。「Originator Profile」（オリジネーター・プロファイル、以下OP）は、この
ような目的のもと開発された。すなわち、OPは、我々が情報の真正性および信頼性を合理的に推測・判断しうるための指標となる
ことで、自律的で主体的な情報選択ないし摂取を可能とし、もって知る権利の具体的実現に寄与することを目的としている。また、
OPが、プラットフォーム事業者や広告主・広告事業者等にとって情報を評価する際の客観的指標として機能することで、情報空間の
健全化に向けた各事業者の取り組みが促進されることも期待される。

OPが、このような理念のもとに適切に運用されることを保証するものとして、ここに本憲章を定める。OPにかかわるすべての者
が本憲章に定められた内容を遵守し、それによって、個人の自律が尊重され、民主主義がより豊かに発展するインターネットの未来
が実現されることを期待する。

https://originator-profile.org/ja-JP/charter/

発効日 2024年7月1日
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県公式ホームページ（とりネット）へのＯＰ技術導入に向け、 
全国に先駆け、ＯＰ組合が取り組む実証事業に参画

～ 健全な民主主義・地方自治のための、健全なインターネット空間の実現に向けて ～

健全なインターネット空間の実現、県民の安心安全を目指し、
鳥取県をフィールドに、Ｒ６年度（1月～３月）にＯＰ実証を実施

https://originator-profile.org/ja-JP/
画像出典：オリジネーター・プロファイル

オリジネーター・プロファイル（ＯＰ）は、Originator Profile技術研究組合（ＯＰ

組合）が、インターネット空間の健全性、公益性を高めることを目指す技術であ

り、世界標準を目指す日本発の新プロジェクト

偽サイトなどのリスクから県民を守るための新たなチャレンジ

©kousaku shimoda - pref.tottori

ＯＰは、コンテンツの内容に対して

正誤判定するものではなく、

⚫ コンテンツの発信者が誰か？

⚫ コンテンツの作成者が誰か？

⚫ コンテンツが改ざんされてないか？

を閲覧者が確認できるようにする新技術

15

鳥取県 デジタル局鳥取県におけるOriginator Profileの取り組み

閲覧者は、情報の真正性を判断しやすくなる
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実証画面

クリック
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